
NO. N-07
所管センター 北陸

分野 継承

研修コース名（日） 「日系アイデンティティ涵養・日系史教育教材作成」演習

受入人数 2

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（日）

帰国日 2025年12月19日（金）

提案団体（日） 国立大学法人　金沢大学

提案団体
ウェブサイトアドレス

http://kuglobal.w3.kanazawa-u.ac.jp/sie/（日），
http://kuglobal.w3.kanazawa-u.ac.jp/eg/sie/（英）

研修員必要資格

必要資格：次のいずれかの形で日系文化継承教育に携わるか，
今後携わる予定がある者
1.	具体的な希望教材制作テーマに関するアイデアを応募時点で有すること（最重要視する
）
2.	現地日系協会や日本人会組織等が運営する機関において，日系人子弟を含む対象者に対
する日系文化継承教育又はその教材制作に携わる者（今後携わる予定がある者も含む）
3.	所属機関や当該専門分野における中堅的人物であること（公的な第三者又は第三者機関
による推薦を得るようにすること）
4.	パソコン（OS不問）及び電子メール送受信，プレゼン能力，SNS等の基本操作が支障な
くできること

研修員に必要な
実務経験年数

最終学歴修了後3年以上の実務経験

日本語能力（選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N4

英語能力 （選択） 英語での資料読解、発表、レポ―ト作成可

研修目標

「現地の中核となる日系文化継承教育者又は教師指導者」を対象に，研修員自らが日頃か
ら抱える日系文化継承教育のための教材制作テーマに関する研修を行うとともに，日本の
歴史や文化，社会的背景，現代日本の実情などについて体験を交えて深く理解する。また
，研修により得られた成果を発表・公表し，当該国の日系文化継承教育のために活用する
ことを目指す。

期待される成果
（習得する技術）

・	絵画・漫画・動画など，日本（特に金沢を含む北陸地方）だからこそ入手可能な視覚教
材資料の探索と収集
・	教材制作に関わる各種スキル（制作，編集，管理・更新方法など）の修得
・	研修員の指導対象となる日系子弟を想定し，学齢児童教育や語学教育現場視察を通じた
教育技能のスキルアップ
・	日本文化，日本史，現代日本の社会実情などについて，体験学習を交えた深い理解
・	研究成果のプレゼンテーション，あるいは研究レポートの日・英・西又はポ語での記述
・	インターネットの活用により，修得した技術や成果を研修員の母国の日系社会で広く効
果的に還元
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研修計画
（内容）

研修指導コーディネーターとして，国際日本研究センターの太田亨教授（専門は日本語・
スペイン語・ポルトガル語間の対照言語学，および専門日本語教育学，及び留学生教育）
が中心となって当たる。研修員候補者に対しては，受入れ申請が行われた段階から電子メ
ール等を通じて希望研修計画の概要を問い，その実現可能性に関する試問を丁寧に行う。
受入れが可能と判断された候補者とは，研究の具体的な目標と方法を詰めていき，本学到
着後に最終的な研究計画を決定させる。
研修は，以下の内容のものを想定する。
1.	講義：日本文化概論，日本史，日本文化体験，日本社会概論，日本伝統芸能概論
2.	実習：日本文化・社会プログラム，日本伝統芸能演習，等
3.	見学：人間社会学域学校教育学類附属学校，放送大学，石川県を始めとした北陸各地の
文化施設訪問（美術館，博物館，等），（必要に応じて）研修員の研修内容に関わる地域
への研修旅行
4.	学会・セミナー・外部研修：（必要に応じて）研修員の研修内容に関わるものへの参加
を検討
最終発表：学内で研修最終日に実施予定（閉講式も兼ねる）

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

日本文化の伝統と歴史が色濃く残る石川県金沢市に立地した金沢大学では，2002年度から「文化社会
学習プログラム」及び「いしかわ金沢学」が実施され，現在は更に発展・進化した「日本文化・社会
学習プログラム」として，国際日本研究センターで運営されている。
同センターでは，日頃から日本語教育あるいは日本文化教育の教材作成ノウハウを通じて教材制作指
導が行える体制を有するほか，教授スタッフの中にスペイン語やポルトガル語を解する教員が複数名
いることも大きな強みである。
これら人的・教育的両面のリソースを生かし，日系アイデンティティの継承教育に相応ふさわしい，
視聴覚を中心とした教材制作研修の場を対象となる日系研修員に提供できるものと確信する。
また，日系社会への裨益効果という点においては，研修成果を必ず電子媒体又は出版物として公表す
るよう指導している。これまでの実績で言うと，「YouTubeによる日本人の生の自己紹介教材ビデオ
の制作」（2013年度，メキシコ研修員），「ポルトガル語による金沢紹介サイトの開設」（2014年度
,ブラジル研修員），「Android 
OS対応の和太鼓指導用アプリの開発」（2015年度,ブラジル研修員），「日本のファッションに関す
る単行本上梓へ向けた最新資料の収集と公開」（2016年度,ブラジル研修員），「日系人のアイデン
ティティの形成と日本人移民の歴史についての教材の精緻化」（2018年度，ブラジル研修員），「石
川県の歴史と文化をポルトガル語で紹介した創作漫画『ヒロシの冒険』制作プロジェクト」（2019年
度，ブラジル研修員），〔2020〜21年度はコロナ禍で受入れ無し〕，「日本の中学校での部活動調査
」（2022年度，ブラジル研修員），「日本の祭り運営方法修得」（2023年度，ブラジル研修員）があ
り，着実に実績と成果があがってきている。
特記すべきは，2014年度研修員だった佐藤フランシスコ紀行氏と2016年度研修員だった佐藤クリスチ
アネ阿久根氏夫妻が共同で，2017年4月からブラジル三重県人会を拠点として行なっている「日本の
歴史」コースの開講であろう。概要はJICAのホームページ等ですでに掲載されたとおりで（https://
www.jica.go.jp/yokohama/topics/2017/170411_1.html），本研修受入れ担当の太田亨教授がYouTube
を使って「日本留学」に関する質問に答えたり，日本史を専門とする山本洋教授（国際日本研究セン
ター）が「日本の近世史」の講義にビデオ参加したりして協力を行ったが，同講座はブラジルで人気
を博し，2022年度も継続して開講されている。また，2022年3月には，元JICA派遣研修員がブラジル
で累計1万人に達したことを記念して『Ichimannin - Depoimentos de ex-bolsistas da 
JICA』がサンパウロ市で刊行されて本研修を受講した元研修員の研修内容も掲載されていること，ま
た2019年度研修員のGustavo Tatsumi 
Koki氏の漫画作品『ヒロシの冒険』が2022年末にネット販売されたことを付け加える。

応募希望者への特記事項
応募にあたっては，研修指導コーディネートを担当する太田亨・国際日本研究センター
教授にメールで連絡を取り，研修計画を英語で提示し受け入れ承諾を事前に得ておくこ
とを大前提とする。
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NO. N-14

所管センター 北海道(札幌)

分野 医療・介護・高齢化対策

研修コース名（日） 作業療法学

受入人数 1

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（日）

帰国日 2026年1月31日（土）

提案団体（日） 札幌医科大学

提案団体
ウェブサイトアドレス

https://web.sapmed.ac.jp/hokegaku/ot/

担当者名（日） 仙石泰仁

連絡先メールアドレス sengoku@sapmed.ac.jp

研修員必要資格
現地の作業療法士資格または理学療法士資格を有している者
（学士もしくは同等程度の学力）

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験3年以上

日本語能力（選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N2

英語能力 （選択） 英語でのコミュニケーション可

研修目標 基礎的作業療法を理解し、日本における作業療法の役割や機能を説明できること。

期待される成果
（習得する技術）

１. 成人中枢神経障害，整形疾患、小児発達障害の作業療法
２. 精神障害（認知症を含む）の作業療法
３. 地域における高齢者に対する作業療法サービス（介護予防を含む）
４. 作業療法研究法

研修計画
（内容）

１.学部・大学院授業の聴講
２.臨床作業療法の見学
３.作業法関連学会、技術講習会への参加
４.作業療法関連実験への参加
５.日本人学生・大学院生との交流会
６.現地の関連施設の見学

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

本コースは、講義・演習などにより研修員の作業療法に関する知識と技能向上を目指して
実施する。作業療法教育・研究・臨床の育成専門家が多数在籍するため研修員はゼミに参
加し、他学部生や大学院生とも意見交換を行いながら、理論的に作業療法学の知識と技術
について学ぶ。合わせて、附属病院や協力病院・施設、及び我が国の先進的取り組みを行
っている医療機関の見学などを通じて知見を得る機会を提供することにより、現地日系社
会での高度リハビリテーションの拡大と作業療法士養成に貢献できる人材を育成する。研
修員により、現地で高度な臨床や教育が実践されれば、患者の生活の質の向上だけでなく
、現地日系コミュニティのリハビリテーションの発展に大きく寄与することができるとと
もに、出身国の作業療法士養成に指導的な役割を担える知識と技術が研修できる。

2025年度日系社会研修　コース概要（再公募）
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応募希望者への特記事項

研修では医療機関での見学を含むため、来日する際にはＢ型肝炎、麻疹、風疹、ムンプス
、水痘のワクチン 2 回接種、COVID-19ワクチン3回接種を終えている必要がある。
履歴書等応募書類の送付時に感染症調査表(*1)及び2回接種を証明できるものとして、原
則、各ワクチンの接種時の証明書及び各ワクチン接種に係る証明書(*2)（各ワクチン接種
病院に作成依頼）を提出する必要がある。
※接種時の証明書がない場合には、最低限、各ワクチン接種に係る証明書(*2)の提出を要
する。
※応募希望だが、ワクチン接種証明の提出に課題がある場合は北海道センター（札幌）
にご相談ください。

下記の書類はJICA事務所から様式を受け取る必要があります。
*1：感染症調査表
*2：ワクチン接種に係る証明書
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NO. N-15

所管センター 北海道(札幌)

分野 医療・介護・高齢化対策

研修コース名（日） 理学療法学

受入人数 1

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（日）

帰国日 2026年2月28日（土）

提案団体（日） 札幌医科大学

提案団体
ウェブサイトアドレス

https://web.sapmed.ac.jp/hokegaku/pt/

担当者名（日） 札幌医科大学

連絡先メールアドレス wkota@sapmed.ac.jp

研修員必要資格 現地の理学療法士資格を有している者（学士又は同等程度の学力）

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験3年以上

日本語能力（選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N2

英語能力 （選択） 不問

研修目標 基礎的理学療法を理解し、日本における理学療法の役割や機能を説明できること．

期待される成果
（習得する技術）

１. 成人中枢神経障害，小児発達障害の理学療法
２. 運動器障害（スポーツ障害を含む）の理学療法
３. 内部障害の理学療法
４．地域における高齢者に対する理学療法サービス（介護予防を含む）
５. 理学療法研究法

研修計画
（内容）

１.学部・大学院授業の聴講
２.臨床理学療法の見学
３.理学法関連学会、技術講習会への参加
４.理学療法関連実験への参加
５.日本人学生・大学院生との交流会
６.現地の関連施設の見学

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

日系人が理学療法学を（再）学習し、日系人が日本の技術をもとに治療を行うことで同国
民の日本と日系人への信頼を深める効果が期待される．特に以下の点で裨益効果が考えら
れる．
1.医療技術向上を通し、日系社会の医療強化と医療人材育成
2.経済や地域の活力の発展促進：医療技術向上は健康の改善につながることで、労働力や
生産性向上が期待される．
3.日系社会のつながりの強化：医療や健康改善の活動を通して、相互のつながりを強くす
る効果が期待できる．

2025年度日系社会研修　コース概要（再公募）
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応募希望者への特記事項

研修では医療機関での見学を含むため、来日する際にはＢ型肝炎、麻疹、風疹、ムンプス
、水痘のワクチン 2 回接種、COVID-19ワクチン3回接種を終えている必要がある。
履歴書等応募書類の送付時に感染症調査表(*1)及び2回接種を証明できるものとして、原
則、各ワクチンの接種時の証明書及び各ワクチン接種に係る証明書(*2)（各ワクチン接種
病院に作成依頼）を提出する必要がある。
※接種時の証明書がない場合には、最低限、各ワクチン接種に係る証明書(*2)の提出を要
する。
※応募希望だが、ワクチン接種証明の提出に課題がある場合は北海道センター（札幌）
にご相談ください。

下記の書類はJICA事務所から様式を受け取る必要があります。
*1：感染症調査表
*2：ワクチン接種に係る証明書
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NO. N-16

所管センター 四国

分野 医療・介護・高齢化対策

研修コース名（日） 高齢者歯科

受入人数 2

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（日）

帰国日 2026年2月5日（木）

提案団体（日） 国立大学法人徳島大学

提案団体
ウェブサイトアドレス

http://www.tokushima-u.ac.jp/dent/

担当者名（日） 松香芳三

連絡先メールアドレス matsuka@tokushima-u.ac.jp

研修員必要資格 歯科医師資格

研修員に必要な
実務経験年数

歯科医師としての実務経験1年以上

日本語能力（選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N5

英語能力 （選択） 英語でのコミュニケーション可

研修目標 高齢者歯科医療に関する先進技術の習得と最新の知見を学習する能力を身につける。

期待される成果
（習得する技術）

１．高齢者歯科医療の習得
２．最新の歯科補綴治療技術（接着ブリッジ、インプラント義歯、CAD/CAM冠など）の習
得
３．口腔顔面痛に対する治療技術の習得
４．金属アレルギーの治療技術の習得

研修計画
（内容）

１．講義、セミナー
　①教室主催のセミナー
　②論文抄読会
　③症例勉強会
２．実習・演習
　①臨床見学、補助
　②マネキンを用いた基礎実習
　③コンピュータを利用した補綴装置の設計や削りだしの実習
３．関連学会への参加
４．研究への参加（高齢者に多く観察される嚥下障害の解析、睡眠時ブラキシズムの解析
、組織再生、金属アレルギー解析、口腔顔面痛発症メカニズムなど）
５．発表：内部

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　徳島大学病院では一般的な高齢者歯科治療だけではなく、口腔顔面痛治療、歯科金属ア
レルギー治療などの先進医療とともに基礎研究も行っている。徳島大学病院で最新の高齢
者歯科医療技術を習得するとともに最先端の研究に携わることにより、中南米における歯
科医療技術の向上に貢献することができると予想される。また、彼らが日本の技術を中南
米に持ち帰り、診断・治療を行うことにより、現地の人々と日本や日系人との信頼関係を
深める効果も期待できる。

応募希望者への特記事項

　日本では超高齢者が急増しており、高齢者歯科は他国よりも進んでいる状況です。今後
、世界的に高齢者の増加が予測されておりますので、高齢者歯科をしっかりと学んでくだ
さい。また、高齢者に必要な補綴歯科治療は、日本では急速に進展しております。補綴歯
科に関しましてもしっかりと学修して頂くことを希望しております。語学能力に関しまし
ては日常英会話でコミュニケーションが可能であれば、問題ありません。不明な点や内容
についてもっと知りたい場合は気軽にご連絡をお願いします。

2025年度日系社会研修　コース概要(再公募）

1/1

mailto:matsuka@tokushima-u.ac.jp


NO. N-25

所管センタ ー 沖縄

分野 日本文化

研修コ ース名（ 日） 沖縄空手文化研修

受入人数 13

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月1日（ 土）

提案団体（ 日） 一般社団法人沖縄伝統空手道振興会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. odks. j p/

担当者名（ 日） 上原 邦男、 棚原 研一

連絡先メ  ールアド  レ ス t anahakn@odks. j p

研修員必要資格 沖縄空手に関心のある者

研修員に必要な
実務経験年数

不問

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N5

英語能力（ 選択） 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標 研修員が沖縄空手を 中心と する沖縄文化の知見を 習得する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

①研修員に、 沖縄空手を 中心と する沖縄文化の全体像が理解さ れる。
②研修員に、 沖縄空手の伝統的技・ 知見が習得さ れる。
③上記①、 ②により 、 研修員に、 文化的アイ デンティ ティ の継承や交流の懸け橋の担い手
と し ての意識が形成さ れる。

研修計画
（ 内容）

１ ． 講義： 沖縄空手を 中心と する沖縄文化の概要
２ ． 実習： 沖縄空手の主要流派等（ 首里・ 泊手系、 剛柔流、 上地流系、 古武道） の基礎習
得、 空手の日記念演武祭参加
３ ． 見学： 沖縄空手会館等
４ ． 発表： 研修成果発表会（ 内部及び沖縄空手関係者）

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 沖縄は空手発祥の地である。 世界に空手愛好家は1億３ 千万人いると も 言われており 、
空手を 通じ た人的交流が促進さ れている。
　 沖縄の空手は、 唯一無二の沖縄独自の技術や哲学が取り 入れら れ発展を 遂げてき た。 鍛
錬を 通じ て孝行や礼儀を 教えるなど人間形成や道徳教育にも 繋がっ ている。 また、 日常的
にも 地域の伝統行事等で空手演武が行われたり するなど沖縄文化の基層と なるも のである
。  
　 沖縄空手文化研修を 通し て沖縄の独特な文化に触れると と も に、 沖縄空手の習得を 支援
するこ と は、 国際交流促進に貢献するも のであり 、 文化的アイ デンティ ティ の継承や交流
の懸け橋と なる次世代の人材育成に寄与するも のである。

応募希望者への特記事項 空手着を お持ちの方はご持参下さ い。

2025年度日系社会研修　 コ ース概要
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NO. N-26

所管センタ ー 中国

分野 日本文化

研修コ ース名（ 日） 日本の食文化（ お好み焼き ） の継承による日系社会の活性化

受入人数 1

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月1日（ 土）

提案団体（ 日） （ 公財） ひろ し ま国際センタ ー　 研修部

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. ot af ukusauce. com/e/

担当者名（ 日） 小田　 周玄

連絡先メ  ールアド  レ ス hi cc12@hi r shi ma-i c. or . j p

研修員必要資格

○必要資格： 年齢21～50歳
○実習・ OJTのために必要な日本語によるコ ミ ュ ニケーショ ン能力を 十分に有し ているこ
と 。
○基本的な調理の知識及び技術がある方（ 包丁などが使える方）

研修員に必要な
実務経験年数

不問

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N3

英語能力（ 選択） 不問

研修目標

○日本で継承さ れているお好み焼き の作り 方を 学び、 一定の品質で焼けるよう 習熟し 、 自
国の日系社会で指導するこ と ができ るよう になる。
○お好み焼き を 複数人で効率的に大量に作るオペレ ーショ ン手法を 学び、 日系イ ベント や
お祭り 等で実践でき るよう になる。
○イ ベント 等にて、 来場者等にお好み焼き の魅力や文化的な背景を 伝えるこ と ができ るよ
う になる。
○接客や衛生管理について、 日本のやり 方を 参考と し 、 必要に応じ てイ ベント 等で実践す
る。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

○お好み焼き の調理法（ 品質管理、 ト ッ ピング・ アレ ンジ）
○お好み焼き を 複数人で大量に作るオペレ ーショ ン手法
○お好み焼き に関連し た食文化に関する知識
○衛生管理
○接客

研修計画
（ 内容）

○オタ フ ク ソ ース株式会社で、 お好み焼き に関連し た食文化に関する知識を 学び、 イ ベン
ト 等でお好み焼き を 効率的に大量に焼く ためのオペレ ーショ ン手法を 学ぶ。
○オタ フ ク ソ ース株式会社から 紹介を 受けたお好み焼き 店の現場で実習を 行い、 品質管理
が徹底さ れた調理法、 ト ッ ピングや現地で手に入り やすい食材を 使っ たアレ ンジ、 衛生管
理、 接客の手法について学ぶ。

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 お好み焼き は、 日本の戦後復興と と も に発展し 、 今なお幅広い層に親し まれていると い
う 背景から 、 日系人のアイ デンティ ティ を 刺激するこ と ができ る食文化の一つである。 お
好み焼き は、 栄養バラ ンスに優れているこ と に加え、 材料は世界中のどこ ででも 手に入り
やすく 、 その土地に合っ たアレ ンジを 加えるこ と も 容易であり 、 日系イ ベント 等で大量に
安価で提供するこ と が可能である。 こ のよう に、 お好み焼き は質量共に日本の食文化と し
て発信力が高いと 考えら れ、 それが各国で評価さ れるこ と により 、 日系人であるこ と に誇
り を 持ち、 日系社会の共同意識と 連帯を 高め、 活性化につながると 考えら れる。

応募希望者への特記事項

 
こ の案件は、 2024年度から 新規に始まっ たも のであり 、 初年度はブラ ジルから の研修員の
参加があっ た。 研修員から のフ ィ ード バッ ク は、 と ても ポジティ ブな内容であり 、 研修を
通し て学んだお好み焼き の作り 方に係る技術等を 母国に持ち帰り 、 現地での日本祭り 等で
販売し たいと の思いを 持っ てく れている。 応募希望者の方には、 是非と も 本場の広島県で
お好み焼き の知識・ 技術を 学んでいただき 、 母国でのお好み焼き 普及に貢献いただき たい
。

2025年度日系社会研修　 コ ース概要
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NO. N-27

所管センタ ー 横浜

分野 日本文化

研修コ ース名（ 日） 日本の伝統的造園施工技術

受入人数 1

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月5日（ 水）

提案団体（ 日） 学校法人　 東京農業大学

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. nodai . ac. j p/

担当者名（ 日） 粟野隆

連絡先メ  ールアド  レ ス t 3awano@nodai . ac. j p

研修員必要資格

造園， 園芸， 農業， 都市計画の研究・ 教育や職業に携わっ ている方
日本庭園に興味があり 、 本研修を 通じ て知識を 深め、 その知識を 日系社会へ広げたい人で
あれば可能
英語でのコ ミ ュ ニケーショ ンに支障がなければ参加可能

研修員に必要な
実務経験年数

その他（ 必要資格欄に記載）

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N4

英語能力（ 選択） 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標
各国でつく ら れてき た日本庭園を はじ めと し ， 各空間にみら れる植栽・ 施工管理に応用で
き る日本の伝統的植栽や施工管理技術の基礎を 習得する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

①主要な日本庭園で使われる材料（ 植物， 石材） の観察
②植物管理の意義と 手法の体験
③基本的な庭園技術( 竹垣等) の習得

研修計画
（ 内容）

1. 講義： ①日本庭園の材料（ 植物・ 無機物） ， ②日本庭園の材料の扱い方，
2. 実習： 植物管理（ 剪定） の体験， 竹垣の製作技術体験， 植物・ 土壌の調査法
3. 見学： 東京都内の日本庭園

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

本研修で習得し た日本の庭園施工・ 管理技術は， 伝統的技法が多く 含まれる。 機械や電気
， 資源が不十分な環境でも 応用でき ， 且つ精工な技術でも ある。 現地日系社会の心の拠り
所と し ている日本庭園の修復と 再生だけでなく ， まちの造園， 景観づく り と その結果現れ
る安全なまちづく り を 志す人物の養成に寄与する。

応募希望者への特記事項
将来， 大学院への進学など， 造園学研究・ 教育に興味のある方を 歓迎し ます。 基本的に大
学開講科目への出席になり ます。 会社見学なども 行う 予定です。

2025年度日系社会研修　 コ ース概要

1/1



NO. N-28

所管センタ ー 九州

分野 日本文化

研修コ ース名（ 日） 「 和食」 ビジネス振興

受入人数 8

受入時期 下半期

来日日 2025年11月9日（ 日）

帰国日 2024年12月4日( 日）

提案団体（ 日） 公益財団法人　 北九州国際技術協力協会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t p: //www. ki t a. or . j p

担当者名（ 日） 山下　 幸介

連絡先メ  ールアド  レ ス k-yamashi t a@ki t a. or . j p

研修員必要資格 　 日本食品関連の日系事業家および起業家、 日本食品関連の日系コ ンサルタ ント

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験3年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

日本語能力は不問

英語能力（ 選択） 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標 　 「 和食」 ビジネスの起業・ 振興能力を 身につけ、 起業・ 振興計画が策定・ 実行さ れる。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

１ ． 和食文化・ 背景を 理解し 、 和食についての広い知識を 習得する。
２ ． ビジネス振興のための実践能力を 習得する。
３ ． 「 和食」 ビジネス起業・ 振興のためのアク ショ ンプラ ンが作成でき る。

研修計画
（ 内容）

１ ． 日本食品の体験・ 視察（ 食材・ 調味料⇒味噌・ 醤油等、 日本料理⇒郷土料理・ 蕎麦料
理等）
２ ． 日本食品関連経営・ 事業家能力向上に関する講義（ 農業の六次産業化、 日本経営型、
顧客満足経営、 人財育成・ コ ーティ ング、 経営・ マーケティ ング戦略、 産官学連携） 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ３ ． 日本食品関連の調査・ 視
察（ 北九州市場調査、 食器、 食品廃材利用等）

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 日系社会が、 「 和食」 を 媒体と し て食品産業の飛躍や食を 通し ての健康増進に貢献でき
る。 また、 日系社会自体、 「 和食」 を 基調と し た日本文化の再発見より 、 日本人と し ての
” 誇り ” と なる。

応募希望者への特記事項 　 テキスト は日本語、 ポルト ガル語、 英語にて対応

2025年度日系社会研修　 コ ース概要
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NO. N-29

所管センタ ー 横浜

分野 日本文化

研修コ ース名（ 日） 日本伝統文化継承 和太鼓・ 伝統芸能を 通じ た教育活動

受入人数 2

受入時期 下半期

来日日 2025年11月9日（ 日）

帰国日 2025年12月13日（ 土）

提案団体（ 日） 特定非営利活動法人　 打鼓音

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. dako-on. j p/

担当者名（ 日） 渡邊　 晃伸

連絡先メ  ールアド  レ ス infodkn@seisa.ed.jp

研修員必要資格 和太鼓経験者　 日系団体で文化活動に関わり のある方であれば、 なお望まし い。

研修員に必要な
実務経験年数

その他（ 必要資格欄に記載）

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N4

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
研修員が伝統芸能の継承についての知識と 実践力を 習得し 、 国際交流の観点から 当該国の
教育現場や地域社会に還元でき るよう 講義及び実習で研修する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

① 和太鼓演奏技術　 指導方法　
② 篠笛演奏技術　 指導方法
③ 伝統芸能（ 獅子舞） についての知識や経験値
④ 和太鼓演奏技術の習得
⑤ 和太鼓指導法の習得

2025年度日系社会研修　 コ ース概要
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研修計画
（ 内容）

1. 講　 　 　 　 　 義：
①日本の伝統文化　 和太鼓の効用
②礼節・ 所作を 学ぶ
③和太鼓教育指導法
④和太鼓における保育園交流

２ ． 実　 　 　 　 　 習：
① 和太鼓基礎講座（ 全4回）
和太鼓の締め方・ 音の調律
長胴太鼓の演奏方法　 締太鼓の演奏方法　 大太鼓の演奏方法　 桶胴太鼓の演奏方法　
鳴り 物（ チャ ッ パ） 演奏方法　
② 篠笛・ 三味線基礎講座（ 全4回）
篠笛の鳴ら し 方　 三味線の弾き 方
③ 和太鼓演目講座（ 全7回）
④ 篠笛・ 三味線演目講座（ 全2回）
⑤和太鼓の皮を 張る。 太鼓を 作る。 （ 和太鼓業者へ訪問・ 体験）
⑥バチを 作る
⑦和太鼓演奏（ 地域・ コ ンサート ）
⑧保育園・ 幼稚園・ 小学校・ 中学校和太鼓部・ 高等学校和太鼓部と の交流実習
⑨地域社会と の連携実習　 地域の太鼓教室での交流

３ ． 見　 　 　 　 　 学： 保育園交流　 演奏参加　 太鼓教室　 和太鼓製造見学
４ ． 演　 　 　 　 　 習： 地域演奏に参加　 和太鼓演奏演習　 獅子舞講座　
５ ． 発　 　 　 　 　 表： コ ンサート 出演

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

日本に古く から 伝わる打楽器・ 和太鼓は、 お祭り や盆踊り のお囃子などには欠かせない和
楽器です。
創作和太鼓集団打鼓音では和太鼓を 通じ た教育活動を 行っ ており ます。 和太鼓の演奏活動
、 和太鼓の教室活動を 中心と し た人と のかかわり を 持ちながら 伝統文化を 伝承し ます。 演
奏活動では地域社会と の関係を 和太鼓の演奏で表現し ます。 和太鼓教室では保育園へ和太
鼓の交流を 行い幼児教育に触れ、 高齢者向けの教室では福祉的な伝統文化を 体験し ます。
　 和太鼓の基礎技術を 学ぶこ と で礼節や所作等、 日本文化を 学び、 実際に演奏するこ と で
郷土音楽のすばら し さ を 伝えます。
日系社会においても 、 いろ いろ な世代や置かれている環境も 含め、 また、 こ れから の日系
社会を 考える時、 誰も が学ぶ必要がある分野と 感じ ます。
こ のこ と から も 現地日系社会への裨益効果が十分あると 考えら れる。

応募希望者への特記事項
イ ベント などが多い為、 土曜・ 日曜日の休日を 取るこ と が出来ない場合が多いです。
その際は平日がお休みと なり ます。
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NO. N-30

所管センタ ー 横浜

分野 日本文化

研修コ ース名（ 日） 日本文化活動コ ーディ ネータ ー育成（ 応用）

受入人数 6

受入時期 下半期

来日日 2025年11月9日（ 日）

帰国日 2025年12月19日（ 金）

提案団体（ 日） 公益財団法人海外日系人協会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. j adesas. or . j p/

担当者名（ 日） 中井　 扶美子

連絡先メ  ールアド  レ ス kenshu@jadesas.or.jp

研修員必要資格
日系日本語学校または日系団体のイ ベント 企画運営実務者または
日系団体幹部・ 役員など

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験3年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

不問

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
研修員（ 日系団体幹部・ 役員または日系団体が主催するイ ベント の企画運営において責任
ある立場を 有する者） が、 日本文化・ 歴史に関する知識を 深め、 継承および普及のための
日本文化活動を 企画・ 運営するための知識および技術を 習得する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1. 　 研修員（ 日系団体幹部・ 役員または日系団体のイ ベント 企画運営において責任ある立
場を 有する者。 以下、 同じ ） に、 日本伝統文化に関する知識が深めら れ、 文化指導の実践
方法が習得さ れる。
2. 　 研修員に、 様々な日本文化活動事業に関する（ 資金調達の方法を 含む） 企画実施方法
が習得さ れる。
3. 　 研修員が、 日本文化活動を 、 ビジネス的手法を 用いた普及、 実践方法が習得さ れ、 持
続可能な団体運営計画を 作成する。

研修計画
（ 内容）

１ ． 講義； 日本伝統文化、 ポッ プカ ルチャ ー論、 各国日系団体事情、 イ ベント 企画手法、
日本文化紹介手法、 ソ ーシャ ルビジネス論、 BMCを 活用し た事業分析、 新規事業計画作成
等
２ ． 実習・ 体験； 問題解決手法、 フ ァ シリ テーショ ン手法、 広報活動手法（ フ ァ ンド レ イ
ジング） 、 日本文化体験等
３ ． 見学； 日本の歴史・ 文化関連施設、 文化系・ 教育系NPOの活動、 カ ルチャ ーセンタ ー
、 日本文化ビジネス施設（ 体験、 販売） 等
４ ． 発表； 研修最終日

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

日本文化活動を 通じ て日系社会が地域と つながり 、 日系人だけでなく 地域を 巻き 込んだ活
動にするこ と と 、 「 地域と の交流・ 地域への貢献」 を 意識し た活動計画を 作成、 活動を 通
し て地域住民に日系社会の存在と その意義を 知っ ても ら い相互理解を 深めるこ と で、 地域
全体の活性化につながるこ と が期待でき る。
講義や現場視察を 通じ て、 日本の伝統文化および現代文化に関する知識を 深め、 その価値
を 見出すこ と により 、 文化継承・ 普及の意義を 研修員が体感するこ と で、 本研修を 実施す
るこ と の意義は大き い。

応募希望者への特記事項

・ 研修に関心を お持ちの方はお気軽にお問い合わせく ださ い。 英語、 スペイ ン語でも 対応
いたし ます。
・ 本研修は日系団体での活動歴が長い役職者の方を 主な参加者と し て想定し ており ます。
ご不安な方は応募前にお問い合わせく ださ い。
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NO. N-31

所管センタ ー 中国

分野 日本文化

研修コ ース名（ 日） 伝統文化（ 神楽） の継承による日系社会の活性化

受入人数 2

受入時期 下半期

来日日 2025年11月9日（ 日）

帰国日 2025年12月20日（ 土）

提案団体（ 日） （ 公財） ひろ し ま国際センタ ー　 研修部

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. aki t akat a. j p/j a/shi sei /sect i on/syoukou/kagur akyougi kai /

担当者名（ 日） 小田　 周玄

連絡先メ  ールアド  レ ス hicc12@hiroshima-ic.or.jp

研修員必要資格
○必要資格： 満21歳以上（ 2025年4月1日時点）
○経験年数： 神楽等の伝統芸能活動経験１ 年以上

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験1年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N3

英語能力（ 選択） 不問

研修目標

　 日本各地に、 さ まざまな形の神楽が伝えら れている中でも 、 広島神楽の特徴は演劇性が
強いと いう 点であり 、 極めて大衆的でのびのびし た伝統芸能に発展し 、 年間を 通じ て多く
の公演活動が行われている。
　 ブラ ジルを はじ めと する日系社会で神楽の伝統を 引き 継ぐ べく 日々活動し ている若者を
対象に、 演舞や道具類などの神楽技術の個別指導、 効率的な神楽イ ベント の企画管理運営
技術、 さ ら には後継者を 指導・ 育成する技術を 伝承すると と も に、 現地での神楽イ ベント
を 通じ 、 日系社会の全体の連帯と 共同意識を 高め、 日系社会を 支えていく 担い手と し ての
意識向上を 目標と する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

　 こ の研修を 継続的に実施し 、 神楽団のメ ンバーが、 本場の技術を 習得するこ と ができ れ
ば、 日本にルーツを 持つ日系文化が中南米において花開き 、 日系社会のアイ デンティ ティ
を 鼓吹するこ と が期待さ れる。 また、 研修員は以下の技術を 習得するこ と が期待さ れる。
○広島神楽（ 新舞） の演舞の技術
○口上（ セリ フ ） 、 音曲（ 笛、 太鼓、 鉦）
○大道具、 小道具の作成・ 使用・ 修理の技術
○神楽イ ベント の企画・ 管理・ 運営の技術

研修計画
（ 内容）

○神楽の基礎、 歴史、 技法についての講義・ 見学
○広島神楽（ 新舞） の実技指導
○神楽公演や関連イ ベント の開催補助（ 管理運営ノ ウハウ） 実習
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本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 日本の伝統芸能文化を 日系社会に普及・ 継承するこ と は、 日系社会を 活性化し 、 アイ デ
ンティ ティ の形成を 促進する。 また、 日系社会の団結力が強化さ れ、 そこ から 以前のよう
なエネルギーが復活し 、 現地の産業・ 地域振興、 および中南米諸国民の日本文化広報にも
大き く 貢献するこ と ができ る。
　 過去の研修員が所属するサンパウロのブラ ジル神楽団は、 こ の研修での成果を 活用し て
さ ら に技術力が向上し ており 、 サンパウロ州のみなら ず、 遠方のバイ ア州などブラ ジル国
内で開催さ れる日系イ ベント 等に招かれ、 年に10回程度の公演を 行っ ている。 確かな技術
に裏打ちさ れた公演は、 日系社会の若者たちのモチベーショ ンを 高めるこ と に加え、 日系
以外の市民にも 波及効果を 及ぼし 、 地域の活力を 高める一助と なっ ている。

応募希望者への特記事項
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NO. N-32

所管センタ ー 四国

分野 日本式経営

研修コ ース名（ 日） 中小製造業の企業経営者に学ぶ日本の経営管理

受入人数 6

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年10月28日（ 火）

提案団体（ 日） 特定非営利活動法人グローカ ル四国

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

なし

担当者名（ 日） 河内　 正則

連絡先メ  ールアド  レ ス mkawa426@gmail.com

研修員必要資格
資格は特にあり ませんが、 応募条件と し て、 企業経営者・ 経営幹部、 管理職、 起業し て間
も ない経営者、 こ れから 起業を 考えている方々と し ます。

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験1年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N5

英語能力（ 選択） 英語での資料読解、 発表、 レ ポ―ト 作成可

研修目標

　 「 従業員を 育成し 、 大切にする経営」 を 実践し ている会社は、 一般の会社と どこ が違う
のか、 なぜそのよう な経営が業績にも 結び付く のかなどを 研修員が理解し 、 優良企業の「
経営管理手法」 「 人材育成の仕方」 など具体的で即実践可能な経営ノ ウハウを 習得し 、 実
践計画を 作成する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

　 １ ． 研修員が「 従業員を 育成し 、 大切にする経営」 を 実践し ている会社の強みを 理解す
るこ と で自国企業と の差異を 　 認識し 、 改めて「 自社の強み」 を 明確にするこ と ができ る
。
　 ２ ． 研修員が実践企業の実際を 徹底研究するこ と で、 「 経営理念の浸透方法」 や「 従業
員と のコ ミ ュ ニケーショ ンの取り 方」 、 「 人材育成を 中心と し た社内の仕組みづく り 」 、
「 ５ Ｓ 」 を ベースにし た「 生産・ 品質管理技法」 など「 経営管理」 の方法を 習得する。
　 ３ ． 講義や実践企業の実例を 参考に、 研修員が自国で活用可能な制度や仕組みや経営の
考え方を 整理する。
　 ４ ． 研修員が、 帰国後の具体的な実践計画を 作成する。

研修計画
（ 内容）

　 １ ． 講義・ 討議： 「 従業員を 大切にする経営と は」 「 経営理念の浸透方法」 「 人材育成
を 中心と し た社内の仕組みづく り 」
　 ２ ． 視察・ 懇談： 「 従業員を 育成し 、 大切にする経営」 を 実践し ている企業４ 社を 徹底
研究( ｹー ｽ･ｽﾀﾃ゙ ｨ)
（ 視点） ・ お客様から 感謝さ れる経営　 ・ ５ Ｓ を ベースと し た生産・ 品質管理技法
　 　 　 ・ 従業員が働き やすい職場づく り ・ 従業員と のコ ミ ュ ニケーショ ンの取り 方　 等
　 ３ ． 日本文化理解： 「 さ ぬき う どんづく り 体験」 、 日本庭園「 栗林公園」 散策・ 抹茶体
験
　 ４ ． 演　 　 　 習： 「 実践計画」 作成
　 ５ ． 発　 　 　 表： 「 実践計画」 発表
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本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 日本企業はなぜ人材育成に重点を 置く のか。 それは、 企業の安定と 成長に不可欠だから
である。 本研修は、 「 人材（ 従業員） 育成」 を 第一に考えて経営を 実践し ている四国の中
小企業４ 社を 実際に視察し 、 経営者・ 経営幹部と 懇談し 、 その経営を 徹底研究するこ と で
、 「 従業員を 大切にする」 経営ノ ウハウを 習得する。
　 それら の企業は、 いずれも 経営者と 従業員と の信頼関係が強く 、 従業員が長く 働き やす
い職場環境であり 、 業績も 伴っ ている、 いわゆるお手本にし たい「 いい会社」 である。
最近ではこ のよう な経営の考え方が中小企業を 中心に日本全体に広がっ ており 、 中南米の
日系企業も こ のよう な経営を 目指すこ と で、 抱えている諸課題（ 日系社会の産業縮小やリ
ーダー人材不足など） を 解決するこ と に繋がる。
　 本研修を 修了するこ と により 、 研修員が帰国後、 まず、 自ら の実践計画に基づき 、 組織
内に人材育成の仕組みや組織運営（ 経営） の考え方を 導入するこ と で、 自ら がロールモデ
ルと なる． 次に、 本研修で得ら れた知見を 周り の経営者・ 経営幹部と 共有するこ と で、 自
社が「 いい会社」 に変わっ ていく 。 そし て、 周り の経営者・ 経営幹部の心にも 灯を 点ける
と それが広がり 大き く なり 、 やがて日系社会が変わっ ていく こ と になる。

応募希望者への特記事項
研修は、 日本語または英語で行い、 日本語の場合は英語の通訳が入り ます。
また、 日本語能力は不問と し ますが、 日常会話ができ れば訪問企業の経営者・ 経営幹部と
のコ ミ ュ ニケーショ ンを より 深く 図るこ と ができ ます。
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NO. N-33

所管センタ ー 四国

分野 日本式経営

研修コ ース名（ 日）
小規模食品ビジネスの開発（ 食の安全:  
調理と 管理・ 製品開発と 販売促進・ ビジネスモデル開発のためのバッ ク キャ スティ ング）

受入人数 14

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年10月30日（ 木）

提案団体（ 日） 香川大学

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. ag. kagawa-u. ac. j p/appl i ed_ communi cat i on/?page_ i d=2891

担当者名（ 日） ルーツ・ ピータ ー

連絡先メ  ールアド  レ ス lutes.peter@kagawa-u.ac.jp

研修員必要資格
食品ビジネス分野の起業家または将来起業を 考えている者
食品関連分野における基礎的知識を 有するこ と が望まし く 、 食品ビジネスおよび日本の食
と フ ュ ージョ ン食品に興味のある者

研修員に必要な
実務経験年数

不問

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N5

英語能力（ 選択） 英語での資料読解、 発表、 レ ポ―ト 作成可

研修目標

研修生は以下を 習得する。
A) 　 食品ビジネスのビジネスモデルを 作成し 、 起業の準備ができ る
B) 　 食の安全および関連する問題を 理解する
C) 　 日本的食材や現地の健康的な野菜や果物（ 抗酸化作用を 有する、 ポリ フ ェ ノ ールを 含
む、 など） を 有効活用し た新規商品開発の方法がわかる
D) 　 日本の文化・ 食品・ ブラ ンド 力を どう 活かし て商品力を 高め、 顧客を グローカ ルな食
品ビジネスに惹き つけるかがわかる
E) 　 自己の参加、 プログラ ムの利益と 得たも のについての自己分析ができ る

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

研修を 通し て、 研修生は新規ビジネスの実践的計画を 作成する。 こ れにより 、 以下を 習得
する。
A)  「 新たな」 現地の味のフ ュ ージョ ン食品・ 料理の商品開発
B)  食品ビジネスのソ ーシャ ルメ ディ ア等を 通し たプロモーショ ン
C)  食の安全を 達成し つつ、 高品質で健康的な商品の開発

2025年度日系社会研修　 コ ース概要

1/2

mailto:lutes.peter@kagawa-u.ac.jp


研修計画
（ 内容）

１ ． 講義
成功する食品ビジネス
ビジネスプレ ゼンテーショ ンの方法
日本食の歴史と 発展
ビジネス計画
食品の健康的特性
日本食のフ レ ーバー
ジネス計画のためのバッ ク キャ スティ ングと ソ ーシャ ルメ ディ アの活用
会計と 小規模ビジネス

２ ． 実習
現地の食材で健康的なアイ スク リ ームを 作る
う どん作り
食品関連見学
フ ュ ージョ ン料理
飲食店オーナーと の討議
フ ィ ールド 探索
プレ ゼンテーショ ン予行

３ ． 発表
研修成果発表（ 香川大学内またはJI CA内）
評価会
閉講式

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 具体的には、 新規食品ビジネスの開発には、 以下の４ 点が必要である。 1)  
食の安全と 管理の理解（ 微生物汚染等） 、 2)  
世界のト レ ンド を 押さ えつつローカ ルな味を 保持し た高品質の新商品の開発方法、 3)  
ビジネス計画の知見や技法、 4) 食品資源（ 抗酸化作用等の健康にいい効果を も たら す現地
の野菜や果物） の活用法の理解。
　 さ ら に、 新規食品ビジネスの開発には、 フ ュ ージョ ン料理、 健康的な食品や現地の味な
どの消費ト レ ンド への強力な訴求が不可欠である。 本研修では、 研修生は現地の健康的な
食品の活用、 フ ュ ージョ ン料理の創造、 食品安全の高い基準の維持を 学ぶ。
　 本研修の目的は、 研修生が帰国後に実際に使える知識や経験を 得るこ と である。 それに
より 、 研修生がブラ ンド 力のあるグローカ ルな食品ビジネス（ 日本の食と のフ ュ ージョ ン
） や日本と 同等の食の安全を 手にし て、 コ ミ ュ ニティ ー全体の生活を 改善する機会を 創出
し 、 日本と 彼ら の地域社会のと の絆を 強く するこ と ができ る。

応募希望者への特記事項

本研修は、 研修員の同意の上で基本的には英語により 実施さ れるため、 研修中は日本語能
力は必要と さ れない。 提出課題や発表等は英語により 実施する必要がある。 ただし 、 研修
員の間で英語に加えて、 ポルト ガル語・ スペイ ン語等でディ スカ ッ ショ ンを するこ と は、
活性化の促進の観点から 全く 問題ない。
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NO. N-34

所管センタ ー 九州

分野 日本式経営

研修コ ース名（ 日） 日本的モノ づく り 技術（ カ イ ゼン）

受入人数 8

受入時期 下半期

来日日 2026年1月18日（ 日）

帰国日 2026年2月13日（ 金）

提案団体（ 日） 公益財団法人　 北九州国際技術協力協会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t p: //www. ki t a. or . j p

担当者名（ 日） 有竹　 岩夫

連絡先メ  ールアド  レ ス aritake@kita.or.jp

研修員必要資格
　 （ 日系） 製造企業、 業界団体に所属し ている製造管理・ 監督者および普及指導者　 　 　
　 ※　 製造管理・ 監督分野において、 ３ 年以上の実務経験を 有する者

研修員に必要な
実務経験年数

その他（ 必要資格欄に記載）

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

日本語能力は不問

英語能力（ 選択） 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標
　 日本的モノ づく り 技術を ベースと し た企業の生産性向上のための戦略的計画が策定さ れ
る。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

１ ． 　 日本的モノ づく り 技術の要件を 理解する。
２ ． 　 日本的な品質管理、 生産性管理技術や方策を 習得する。
３ ． 　 日本的な生産保全、 設備保全技術や方策を 習得する。 　
４ ． 　 上記を 統合し 、 Q, C, D（ Qual i t y, Cost , Del i ver y） 向上のための戦略的計画能力が身
につく 。

研修計画
（ 内容）

１ ． 　 講義： 日本的モノ づく り （ 文化、 思想、 考え方） 　
２ ． 　 講義・ 実習： 日本的な品質管理、 生産性管理（ 不良品を 出さ ない現場、 現場の活性
化、 ロスの排除など） 、 生産保全・ 設備保全（ 保全管理技術・ 技能、 設備診断技術、 設備
改善による予防保全など）
３ ． 　 見学・ 事例研究： ５ S、 KAI ZEN実践工場、 先端技術工場など
４ ． 　 問題解決の進め方（ アク ショ ンプラ ン作成） およびプレ ゼンテーショ ンのやり 方

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

日本的モノ づく り 技術により 、 Q, C, D（ Qual i t y, Cost , Del i ver y） の更なる向上を 図るこ と
ができ 、 日系企業の強化ひいては日系社会の発展に寄与する。

応募希望者への特記事項 テキスト は、 日本語・ 英語・ ポルト ガル語にて対応

2025年度日系社会研修　 コ ース概要

1/1

mailto:aritake@kita.or.jp


NO. N-35

所管センタ ー 四国

分野 教育

研修コ ース名（ 日） 日本型幼児教育

受入人数 1

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年12月19日（ 金）

提案団体（ 日） 国立大学法人　 鳴門教育大学

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. nar ut o-u. ac. j p/

担当者名（ 日） 村上　 博信

連絡先メ  ールアド  レ ス hmurakami@naruto-u.ac.jp

研修員必要資格 現地の日系幼稚園教諭または幼児教育行政担当者

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験3年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N2

英語能力（ 選択） 不問

研修目標

日本における幼児教育を アッ プデート すべく 、  
日本国政府（ 文部科学省） が推進し てき た施策（ 環境を 通し た教育、 遊びを 通し た総合的
指導） を 理解すると と も に、 その背景にある近年のニーズ多様化やその対応状況について
も 理解を 深める。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

現在の日本における幼児教育全般の事情・ 状況を 理解し たう えで、 現地日系社会において
伝統的に受け継がれてき た教育的価値観や教育手法と の比較を 行い、 それら を 通じ て双方
のギャ ッ プを 認識し て現地での幼児教育現場にフ ィ ード バッ ク でき る人材を 養成する。

研修計画
（ 内容）

訪日期間中、 月曜日から 金曜日までは本学における2025学年暦に沿っ て後期前半の学校教
育学部幼児教育専修の授業、 並びに大学院幼児教育コ ースの授業を 受講し つつ、 JI CA研修
用プログラ ムと し て日本の幼児教育についての講義・ 演習を 受講し 、 併せてゼミ 指導（ 個
別指導） 、 教育現場における保育観察等の機会を 提供する。

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

中南米地域日系社会の幼児教育と 日本のそれと の間にギャ ッ プが生じ ているこ と は自然な
流れではあるが、 し かし ながら 特にこ う し た状況を 「 中南米日系人のアイ デンティ ティ ー
継承」 と いう テーマに照ら し て考える場合には、 そのギャ ッ プを 現地日系社会の幼児教育
関係者が正確に認識し たう えで、 現在の日本型幼児教育を アッ プデート するこ と は従来以
上にその重要性を 増し ている。 し たがっ て本研修プログラ ムについては幼児教育が人格形
成期に相当する重要性にも 鑑みて、 現地日系社会の幼児教育に携わる人材が日本型幼児教
育の特徴や実践方法を 十分に理解し つつ、 その結果を 現地の幼児教育に何ら かの形でフ ィ
ード バッ ク するための機会と 設定し 、 ひいては日系人アイ デンティ ティ ーの継承と いう 課
題にも 教育的側面から も 貢献するこ と を 目指す。

応募希望者への特記事項

・ 2025年度の学年暦は2025年３ 月に確定する。 し たがっ て学内の授業参加にかかる時間割
や本研修の終了日も そこ で初めて確定するこ と になる点はご留意いただき たい。 また、 教
育現場見学の日程調整も 幼稚園・ 認定こ ども 園等の都合が優先さ れるこ と を ご承知いただ
き たい。
・ JI CA関連では、 別途で同じ く 中南米地域から の長期研修員も 本学に在籍し ている。 こ れ
ら 研修員は必ずし も 幼児教育を 研修対象と し ているわけではないが、 中南米地域から 来て
いる者の場合は本学（ 教育単科大学） に在籍する者同士、 現地における教育の質的向上と
いっ た共通の話題に関し て西語での情報意見交換等も 可能と 考えら れる。

2025年度日系社会研修　 コ ース概要
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NO. N-36

所管センタ ー 沖縄

分野 継承

研修コ ース名（ 日） ウチナーネッ ト ワーク を 活用し た持続可能なコ ミ ュ ニティ ー運営

受入人数 1

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2026年1月31日（ 土）

提案団体（ 日） 一般社団法人世界若者ウチナーンチュ 連合会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //wyua. oki nawa/

担当者名（ 日） 金城し ずく

連絡先メ  ールアド  レ ス all@wyua.okinawa

研修員必要資格

・ 県系社会で沖縄文化活動に携わっ ている。
・ 帰国直後から の研修成果活用を 期待するため、 想定年齢は21歳−40歳以下。
・ 研修はすべて日本語でおこ なう ため、 N3以上の日本語力且つ、 研修中も 意欲的に日本語
を 学ぶ者。

研修員に必要な
実務経験年数

不問

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N3

英語能力（ 選択） 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標 研修員がウチナーネッ ト ワーク 継承にかかる運営管理の手法などを 習得する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

① 研修員に、 世界のウチナーネッ ト ワーク の全体像が理解さ れる。
② 
研修員に、 若者を 対象にし たアイ デンティ ティ ーの強化にかかる企画力が習得さ れる。
③ 
沖縄県内での地域活性化事例を 参考にし 、 研修員が、 自国で適応可能なアイ デアを 考案す
る。
④ 研修員が、 帰国後の具体的な活動計画を 作成する。

研修計画
（ 内容）

１ ． 講義：
　 ①沖縄の歴史
　 ②沖縄移民の歴史
　 ③世界のウチナーネッ ト ワーク と は
　 ④フ ァ シリ テーショ ンと は
　 ⑤企画作り と は
  ⑥し まく と ぅ ば( 沖縄の言葉) 　
　 ⑦情報発信 等

２ ． 実習・ OJT： 世界のウチナーネッ ト ワーク に関するイ ベント 企画・ 運営、 情報収集、
ソ ーシャ ルメ ディ アを 活用し た情報発信　 他

３ ． 見学： 他団体の施設・ 活動（ 公的機関、 民間）

４ ． 発表： 内部

2025年度日系社会研修　 コ ース概要
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本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

沖縄は移民県であり 、 5年に一度世界中から 沖縄にルーツを 持つ県系人たちが集う 「 世界
のウチナーンチュ 大会」 が行われている。 当会は、 2011年に開催さ れた大会を 機に設立し
、 ウチナーンチュ ネッ ト ワーク の強化、 アイ デンティ ティ ーの継承などを 目的に2012年か
ら 18歳〜35歳を 対象と し た「 世界若者ウチナーンチュ 大会」 を 開催し てき た。 今後も 、 ウ
チナーネッ ト ワーク の更なる発展に向け、 行政・ 民間企業等と 連携し ていく 。
　 当会で研修を 実施するこ と により 、 世界のウチナーネッ ト ワーク を 通し て日系コ ミ ュ ニ
ティ ーの機運情勢を はかる。 また、 ウチナーネッ ト ワーク に関するイ ベント 企画・ 運営や
情報発信の知見を 習得し た人材が育成さ れるこ と で、 研修員帰国後は所属し ている日系社
会において、 沖縄や日系についての理解を 促し 、 両者の繋がり を 強化する即戦力と なるこ
と が期待でき る。

応募希望者への特記事項
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NO. N-37

所管センタ ー 横浜

分野 教育

研修コ ース名（ 日） 日系継承教育（ 教師育成Ⅱ）

受入人数 6

受入時期 下半期

来日日 2026年1月18日（ 日）

帰国日 2026年2月18日（ 水）

提案団体（ 日） 公益財団法人海外日系人協会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. j adesas. or . j p/

担当者名（ 日） 中井 扶美子

連絡先メ  ールアド  レ ス kenshu@jadesas.or.jp

研修員必要資格

・ 原則、 日系移住者子弟の教育を 目的と し て設立さ れた日系学校に勤務する教師
（ 継承教育を 実践する教師を 育成するこ と を 目的と し た研修であるため）
・ 原則、 日系継承教育（ 教師育成Ⅰ） コ ースを 受講し た者
※上記コ ースの受講経験がない者でも 経験年数5年以上または教授時間500時間以上の経験
を 有する者で、 本コ ースから の受講を 希望する者は可（ 中級ク ラ ス担当者または担当予定
者）
・ 日本語能力試験Ｎ 2程度以上の能力を 有するこ と （ 初級後半の指導法習得を 目標と する
ためそれ以上の日本語力が必要）

研修員に必要な
実務経験年数

その他（ 必要資格欄に記載）

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N2

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
研修員が、 継承教育に関する知識（ 言語、 文化、 歴史（ 移住学習を 含む） ） 及び指導技術
を 習得し 、 日本語教師と し ての専門性の向上を 図る。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1.  
研修員に、 継承教育と 地域・ 社会に関する知識、 指導技術が習得さ れ、 人材育成に関する
知識が習得さ れる。
2.  
研修員に、 継承教育における言語及び教育に関する知識、 指導技術が習得さ れ、 主に初中
級レ ベルの指導法に関する知識が習得さ れる。
3. 研修員に、 文化的活動の指導計画作成方法及び指導技術が習得さ れる。

研修計画
（ 内容）

1. 講義；
（ 1） 継承教育と 地域・ 社会　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
継承教育と 人格形成（ 日系継承教育の考え方） 、 言語と 社会、 人材育成等

（ ２ ） 継承教育と 言語
言語と 教育（ 目的・ 対象別言語教育法） 等

（ ３ ） 継承教育と 文化
文化活動（ 日本事情、 文化体験等）

2. 視察； 教育機関、 日本文化施設など

3. 演習
初級及び中級の学習者を 対象と し た模擬授業、 ワーク ショ ッ プ等
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本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

JI CAでは、 本研修と あわせて現地研修のための助成金交付やJI CA日系社会海外協力隊の派
遣を 行い、 各事業の成果は見ら れるも のの、 教師不足の解消には至っ ていないため、 引き
続き 、 他の事業と の有機的な関連性の中で本研修を 実施する必要がある。
我が国と 日系社会を 含む中南米の国々と の関係に鑑みると 、 日系人と し てのアイ デンティ
ティ を 育んだ日系人の存在は重要である。 そのためには、 日系継承教育を いかに継続さ せ
ていく かが重要であると こ ろ 、 本研修を 通じ て、 新し い指導法や伝統的日本文化及び現代
の日本文化、 移住史を 含む日本の歴史、 日本事情などに精通し た教師を 育成するこ と の意
義は大き い。
なお、 近年、 日本の伝統的文化のみなら ず、 マンガ、 アニメ に代表さ れるポッ プカ ルチャ
ーが注目を 集めている。 日系日本語学校が日本文化の多様な魅力を 発信する役割を 担う よ
う 、 それら の知識を 習得さ せ、 日本文化の担い手と なる人材を 育成するこ と も 期待さ れる
。

応募希望者への特記事項
国際交流基金や各国の日本語教師養成講座、 汎米研修等に参加し たこ と がある研修員は応
募書類に記載するこ と 。
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NO. N-38

所管センタ ー 沖縄

分野 継承

研修コ ース名（ 日） 沖縄ルーツの再認識を 通し て学ぶソ フ ト パワー活用と 地域活性化

受入人数 12（ 15まで受入可能）

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月8日（ 土）

提案団体（ 日） 特定非営利活動法人レ キオウィ ングス

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t p: //l equi owi ngs. or g/

担当者名（ 日） 串間　 武志

連絡先メ  ールアド  レ ス kushima@lequiowings.org

研修員必要資格 不問

研修員に必要な
実務経験年数

不問

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

不問

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
沖縄のアイ デンティ ティ が強化さ れ、 沖縄のソ フ ト パワーを 活かし た研修員所属日系地域
の活性化に向けた具体的な実践案が組み立てら れる。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

１ ． ルーツと し ての沖縄について理解が深まり 、 沖縄県人と し てのアイ デンティ ティ が強
化さ れる。
２ ． 地域のリ ーダーと し て地域活性化のための企画力、 実践能力が高まる。
３ ． 沖縄県と 研修員所属日系地域のウチナーネッ ト ワーク が強化さ れる。

研修計画
（ 内容）

行政： 沖縄県庁表敬、 沖縄県の取組（ 「 世界のウチナーンチュ 大会」 「 世界のウチナーン
チュ の日」 「 沖縄21世紀ビジョ ン」 等）
歴史・ 文化： 沖縄の歴史、 伝統文化（ エイ サー、 空手、 三線、 琉舞、 し まく と ぅ ば等）
平和： 沖縄の心、 平和教育、 平和祈念資料館、 平和の礎 等
リ ーダーシッ プ研修： 地域活性化（ 沖縄県北部での事例研修、 地域活性化事業案作成 
等）
意見交換： 県内の若手日系リ ーダー、 学生、 県費・ 市町村移住者子弟留学生、 ウチナーネ
ッ ト ワーク コ ンシェ ルジュ （ UNC） 、 本研修の帰国研修員の会と の交流 等
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本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

本研修は、 沖縄県の施策である「 沖縄21世紀ビジョ ン」 に掲げる「 世界に開かれた交流と 共生の島」
にある県系社会と の連携、 つまり ウチナーネッ ト ワーク の強化にも 資するも のと し て企画し ている。
ウチナーネッ ト ワーク の強化・ 推進の上で、 沖縄県と 県系社会が抱える「 沖縄アイ デンティ ティ の再
認識」 と 「 沖縄と 中南米のウチナーネッ ト ワーク の強化」 などの課題認識に応える取り 組みを本研修
で行う こ と で、 沖縄県の施策にも 適う こ と を企図し ている。
また、 「 海外ネッ ト ワーク に関する万国津梁会議（ 沖縄県） 」 においても 、 「 世界に開かれた交流と
共生の島」 の実現に向け基本的課題においても 「 世界のウチナーネッ ト ワーク の継承・ 発展」 に向け
た取り 組みが言及さ れており 、 その取り 組みにおける課題の一つであるウチナーンチュ と し ての意識
・ アイ デンティ ティ の低下について「 ウチナーンチュ 意識の見える化」 が提言さ れている。
県系人のウチナーンチュ アイ デンティ ティ の根っ こ には沖縄文化があり 、 「 ウチナーンチュ 意識の見
える化」 においては、 「 沖縄文化の継承」 が主要なテーマと なる。 その証左と し て過去に参加し た研
修員から も 沖縄文化に関する研修を増やし てほし いと いう リ ク エスト が多く あっ た。 そこ で、 今回か
ら 沖縄文化に関する研修を新たに導入し 、 「 沖縄文化の継承」 を目的に母県・ 沖縄で代々受け継がれ
てき た文化継承の取り 組みを採り 上げる。

＜沖縄県と 日系社会への貢献＞
沖縄県では、 「 沖縄21世紀ビジョ ン」 の実現のため、 特に若い世代を対象と し た交流事業を実施し て
き た。 本研修では、 こ れまでそれら 事業の対象にあたら なかっ た50歳までの人材を受け入れ対象と し
ている。 すでに中南米各地の沖縄県人会の活動に積極的に参加・ 貢献し てき た人材、 つまり 、 今まさ
に日系社会の中心にいる世代向けの研修を行う こ と で、 沖縄県の目指す施策の実現に寄与でき る。 研
修期間中は、 地域社会で活躍する地域のリ ーダーの活動に触れ、 交流する機会を持つ。 また、 こ れま
での本研修参加研修員と の連携も 積極的に促し ながら 、 帰国後所属日系社会で活躍するリ ーダーと し
ての人材を育成する。 さ ら に、 JI CA沖縄は、 沖縄県をはじ め県内各市町村で受け入れている移住者子
弟研修の研修員にも 本研修を公開受講可能と し 、 沖縄県全体の県系社会の人材育成にも 貢献し ている
。

＜ウチナーネッ ト ワーク 発展のへの寄与＞
講義で学んだこ と についての理解をさ ら に促進でき るよう 、 視察・ 体験・ 意見交換などの機会を研修
期間中に設けるこ と で、 個々の研修員の沖縄のソ フ ト パワーにさ ら に磨き をかけるだけでなく 、 人と
人と の出会いによる生まれる「 いちゃ り ばちょ ーでー」 と いう 沖縄の心の再認識につながるこ と を狙
う 。 　 　

応募希望者への特記事項

　 本研修の目的は、 研修を 通じ て沖縄の現状を 確認し 、 沖縄人と し てのアイ デンティ ティ
を 強化し 、 帰国後の沖縄の日系コ ミ ュ ニティ の活性化を 図るこ と です。
　 そのために、 参加者は沖縄の歴史や文化、 ウチナーネッ ト ワーク 強化の取り 組みについ
て学びます。
　 し たがっ て、 帰国後に沖縄の日系コ ミ ュ ニティ の活性化に貢献し たいと いう 強い意欲が
応募にあたっ て必要です。
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NO. N-39

所管センタ ー 横浜

分野 継承

研修コ ース名（ 日） 日系資料館運営改善に向けた資料の有効活用

受入人数 4

受入時期 下半期

来日日 2025年11月9日（ 日）

帰国日 2025年12月6日（ 土）

提案団体（ 日） 公益財団法人海外日系人協会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. j adesas. or . j p/

担当者名（ 日） 中井　 扶美子　

連絡先メ  ールアド  レ ス kenshu@jadesas.or.jp

研修員必要資格 日系資料館も し く は日系団体の活動に1年以上関わっ ている者

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験1年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N3

英語能力（ 選択） 不問

研修目標

研修員に、 資料館運営のための知識及び資料の収集・ 保存、 展示技術などが習得さ れ、 研
修員の属する館の資料管理、 資料保存が促進さ れ、 展示へ活用さ れるこ と により 、 魅力あ
る資料館活動が期待さ れる。 また、 資料館業務において情報交流し 、 将来的に海外移住資
料館と の企画展示交流や共同展示を 目指すこ と が促進さ れる。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

( 1)  研修員に、 講義や視察を と おし て、 資料館活動、 運営に関する知識が習得さ れる。
( 2)  研修員に、 資料の収集・ 保存、 展示技術等に関する知識及び技術が習得さ れる。
( 3)  
研修員に、 海外移住資料館を 通じ た各国移住資料所蔵施設等と のネッ ト ワーク が構築さ れ
る。

研修計画
（ 内容）

1． 講義
資料館の運営及び資料収集・ 整理/I T技術を 用いた資料館管理と 展示/教材開発の経緯と 活
用事例等
2.  実習
資料の梱包と 輸送方法/資料の展示/資料撮影の基礎/企画展示作成等
3.  見学
アメ リ カ 村カ ナダミ ュ ージアム、 和歌山市民図書館、 和歌山県立近代美術館

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

本研修において、 講義及び日本の資料館等の視察や展示制作の実習を と おし て、 資料の収
集や保存、 展示技術に関する知識を 習得するこ と により 、 資料館の運営改善に向けた活動
を 活性化し 、 かつ日系資料館相互のネッ ト ワーク 強化に寄与する人材を 育成するこ と が期
待さ れる。

応募希望者への特記事項
・ 日本人移民関係資料を 収集・ 保存し ている団体に所属し ているこ と
・ 日本語能力についてはN3以上が望まし いが、 参加する研修員の日本語レ ベルに応じ て通
訳を 傭上する予定
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NO. N-40

所管センタ ー 中国

分野 継承

研修コ ース名（ 日） 日系アイ デンティ ティ の涵養を 通じ た日系団体の活性化

受入人数 1～3

受入時期 下半期

来日日 2026年1月18日（ 日）

帰国日 2026年2月3日（ 火） （ 約0. 5ヶ 月） （ ※研修員の帰国希望日に合わせて調整可）

提案団体（ 日） 島根県

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t p: //www. pr ef . shi mane. l g. j p

担当者名（ 日） 髙橋　 真理子

連絡先メ  ールアド  レ ス bunka-kokusai@pref.shimane.lg.jp

研修員必要資格 島根県にゆかり のある団体等に所属し ている者、 または、 今後所属する意思がある者

研修員に必要な
実務経験年数

不問

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N4

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
　 自身のルーツと なる日系アイ デンティ ティ が強化さ れ、 自国の日系団体の中核的存在と
し て同団体の活動を 活発化さ せるための企画・ 実践力を 身につける。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

①研修員が、 自身のルーツと なる土地への理解を 深め、 日系アイ デンティ ティ が強化さ れ
る
②研修員の、 日系団体等の活性化のための活動に関する企画力・ 実践力が強化さ れる
③研修員が、 研修を 通し て交流を 深めた日本人と の新たな日系ネッ ト ワーク を 構築する

研修計画
（ 内容）

１ ． 講義、 実習
　 　 伝統芸能・ 文化の視察等、 地域・ 団体の活性化等に関する講義、 地元青年等と の意見
交換・ 交流等
２ ． 所属する日系団体の活性化のための活動計画の作成
３ ． 関係者への研修結果の報告

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 日系団体の活動に興味のある若者が、 自身のルーツと なる土地の文化、 伝統等に関する
研修や、 日本人と の交流を 通し て日系アイ デンティ ティ の涵養を 図るこ と で、 日本にルー
ツを 有する日系団体の活動の有意性を 再認識し 、 帰国後の日系団体の活動への積極的な参
加が期待でき ると と も に、 自国と 日本と の懸け橋と なる人材を 育成する。
　 また、 多く の日系団体は世代交代がう まく いかず、 総じ て活動内容や体制が弱体化し て
いると こ ろ 、 本事業において、 組織・ 団体の活性化や若い世代の取り 込み方等の手法につ
いて学ぶこ と で、 自国日系団体の活性化のためのヒ ント を 得るこ と ができ る。

応募希望者への特記事項 研修効果に鑑み、 島根県人会等、 島根県にルーツを 有する者が望まし い

2025年度日系社会研修　 コ ース概要

1/1

mailto:bunka-kokusai@pref.shimane.lg.jp


NO. N-41

所管センタ ー 横浜

分野 団体運営・ 組織強化

研修コ ース名（ 日） 持続可能な日系団体運営管理

受入人数 6

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月7日（ 金）

提案団体（ 日） 公益財団法人海外日系人協会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. j adesas. or . j p/

担当者名（ 日） 中井　 扶美子

連絡先メ  ールアド  レ ス kenshu@jadesas.or.jp

研修員必要資格
日系団体等非営利団体（ 日系農協および日系団体下部組織を 含む） に所属し 、
帰国後、 習得し た技術を 日系社会や地域社会のために役立てら れる者

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験1年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

不問

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
研修員が、 持続可能な団体運営の方法に関する知識を 習得し 、 ソ ーシャ ルビジネス的手法
を 用いた日系団体による地域活性化のための新規事業計画を 作成する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1. 研修員に、 非営利団体の運営管理手法に関する知識が習得さ れる。
2. 研修員に、 日本人移住の歴史及び日系社会支援の変遷に関する知識、 並びに知識普及の
ための技術が習得さ れる。
3. 研修員に、 現代日本事情及び日本伝統文化に関する知識が習得さ れる。
4. 研修員が、 日系団体及び地域活性化のための新規事業計画を 作成する。  

研修計画
（ 内容）

1． 講義； 日系関連事業、 日系団体に関する講義／非営利活動、 ソ ーシャ ルビジネスに関
する講義／ビジョ ン・ ミ ッ ショ ン論／モチベーショ ン管理／リ ーダーシッ プ論／フ ァ ンド
レ イ ジング
2． 演習； 社会的課題発見手法／問題解決手法／新規事業作成手法
3． 見学； ソ ーシャ ルビジネス現場視察／在日日系コ ミ ュ ニティ 支援
4． 演習； 日本文化行事企画／フ ァ シリ テーショ ン手法

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

非営利活動に関する講義や課題解決手法等の演習、 地域課題解決型NPO法人や価値提供型N
PO法人等の活動視察を 通じ て、 相互扶助団体と し ての日系団体から 地域貢献活動を 中心と
し た新し い日系団体のあり 方を 見出し 、 日系団体および日系社会並びに地域社会が活性化
さ れるこ と が期待さ れる。 また、 ソ ーシャ ルビジネス手法を 習得し 、 ソ ーシャ ルビジネス
手法を 用いた持続可能な団体運営を 目指す。

応募希望者への特記事項
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NO. N-43

所管センタ ー 横浜

分野 医療・ 介護・ 高齢化対策

研修コ ース名（ 日） 地域保健医療福祉－病院から 地域へ多職種によるチーム医療福祉

受入人数 8

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月5日（ 火）

提案団体（ 日） 学校法人佐久学園

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. saku. ac. j p

担当者名（ 日） 束田 吉子

連絡先メ  ールアド  レ ス y-tsukada@saku.ac.jp

研修員必要資格

1. 医療( 医師、 看護師、 理学療法士、 作業療法士、 言語聴覚士等)
2. 保健( 高齢者のデイ ケアや健康増進プログラ ムのマネージャ ー等で職種は問わな
　 い)
3. 福祉( ソ ーシャ ルワーカ ー、 高齢者施設のマネージャ ー等で職種は問わない)
4. また、 日系関連団体の施設等を 利用し て、 高齢者が集まるサロンやデイ サービス
　 等を 企画、 運営する意欲のある人（ 資格は問わない）
5. 老年学を 学ぶ大学院生

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験3年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N4

英語能力（ 選択） 英語での資料読解、 発表、 レ ポ―ト 作成可

研修目標
研修員が、 病院から 地域への切れ目のないケアサービスおよび多職種の協働によるチーム
医療と 地域包括ケアシステムの実際を 学び、 自国の高齢者ケアの改善に資する人材と なる
。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1. 日本の高齢者医療、 在宅ケアの歴史的背景、 介護の人材育成、 認知症ケア等の基
　 本的な講義を 受け現在に至る地域医療の現状を 理解し 、 自国の高齢者対策への
　 ヒ ント を 得る。
2. 日本の都心部と 農村部で展開さ れている救急病院―リ ハビリ テーショ ン病院およ
　 び中間施設である老人保健施設を へて訪問診療・ 訪問看護・ 訪問リ ハビリ テー
　 ショ ン・ 訪問介護へと 継続さ れている流れと 実際を 理解する。
3. 自治体( 佐久市) と 保健医療福祉機関と の協力体制を 理解する。
4. 地域住民の健康意識を 高める継続的な取り 組みについて理解する。
5. 高齢者施設の運営、 管理について理解する。
6. 高齢者用住宅の利便性について理解する。
7. 高齢者の持てる力や機能を 生かせるケアについて理解する。
8. 介護予防の知識・ 技術、 実践方法について理解する。
9. 高齢者施設での看取り 、 自宅での看取り の実際について学び、 高齢者の看取り の
　 在り 方について考察する。
10. 認知症ケアに有効な地域づく り について理解する。
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研修計画
（ 内容）

研修計画（ 内容） ： 　 日程案により 、 講義、 演習、 視察により 目的を 達成する。
　 1 週間： JI CA横浜・ 東京研修―研修員のJob Repor t の発表、 総論的な講義
　 　 　 　 　 ( 高齢化を 取り 巻く 社会・ 経済、 熱帯地域の疾病予防、 大都市における
　 　 　 　 　 　 病院研修
　 3 週間： 佐久市を 中心と する研修 ( 佐久大学、 JA佐久総合病院、 JA鹿教湯
　 　 　 　 　 リ ハビリ テーショ ン病院、 佐久市立浅間総合病院、 他高齢者ケア
　 　 　 　 　 施設) 、 参加者の職種により 、 訪問診療・ 看護・ リ ハビリ テーショ ン、
　 　 　 　 　 介護の基本技術、 シャ ド ウラ ーニング等を 組み入れる
　 2日間： JI CA横浜―アク ショ ンプラ ンの発表、 評価会、 閉講式

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 中南米諸国では、 医療、 保健、 福祉が縦割り サービスシステムで実施さ れている。 その
結果、 前述の課題が挙げら れている。 福祉と 医療を 統合し た横断的で継続的なケアへの移
行は、 先に高齢社会に入っ た日本が経験し てき たこ と である。 現在、 日本では高齢者の増
加に向けて2025年を 目途に、 高齢者の尊厳の保持と 自立し た生活の支援を 目的と し て可能
な限り 住み慣れた地域で、 自分ら し い暮ら し を 人生の最期まで続けるこ と ができ るよう 、
住まい・ 医療・ 介護・ 予防・ 生活支援が一体的に提供さ れる地域包括ケアシステムの構築
を 推進し ている。
　 研修員から の聞き 取り によると 、 ブラ ジルの移住地では、 若者は農業以外の
職を 求めて都市へ移住し 、 入植地では高齢化、 過疎化が進んでおり 、 地域の人々の絆を 再
構築する地域活動、 及び生活習慣病を 予防する健康意識を 高める活動が必要と なっ ている
。 研修員は、 日系社会に勤務し ている者、 日系社会でボラ ンティ アを
やっ ている者など、 日系社会への介入の度合いに差があるが、 過去2年間に帰国し た
研修員ら は、 高齢の日系人を 中心と し つつ、 非日系人を 含む地域活動を 開始し ている。 本
邦研修を 終了し た研修員がこ れら の活動に参加するこ と により 、 高齢の日系人に生き る希
望を 与える活動になると 考える。
　 本邦研修では、 市と 病院やNGOと の連携による健康増進活動、 既存の建物を 高齢者施設
と し て再活用し たり 、 近隣の住民によるボラ ンティ ア送迎サービスを 実施し ている
状況を 視察し 、 社会資源に限り がある中南米諸国にも 取り 入れやすい現実的な方策
を 見聞する。
　
 
また、 2020年2月以降のコ ロナ禍において、 ブラ ジルではネッ ト 環境の開発が進み多く の
高齢者が自宅で健康増進体操を 実施し たり 、 健康相談を するなどの事例が、 2021年10月、
webi nar  pr ogr am 
で発表さ れた。 広大な国、 ブラ ジルの強みであり 、 日本の地域活動において参考になる活
動である。 研修員が日本から 学ぶだけでなく 相互に効果が期待でき る研修事業である。

応募希望者への特記事項
・ 来日前に、 自分の所属組織の概要、 強み、 弱み把握し たう えで参加するこ と 。
・ 来日前に、 地域医療、 高齢者対策について国の政策、 州の政策、 市の政策を
　 把握し ておく こ と 。
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NO. N-44

所管センタ ー 北海道( 札幌)

分野 医療・ 介護・ 高齢化対策

研修コ ース名（ 日） 日本の食文化の科学的特性

受入人数 6

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月7日（ 金）

提案団体（ 日） 株式会社イ ンタ ーリ ージョ ン（ 酪農学園認定ベンチャ ー）

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //i nr . j p

担当者名（ 日） 石井　 智美

連絡先メ  ールアド  レ ス ishii@inr.jp     isi-stm@rakuno.ac.jp

研修員必要資格 食に対する関心と 、 日系社会への食を 介し た貢献を 行う 意志があるこ と 。

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験1年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N4

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
　 日本の食について、 その歴史、 文化的背景、 様々な料理のつく り 方、 食材の扱いを 知る
。 喫食による栄養面での効能を 知る。 それら の知識を 日系社会に伝えて行く 実践力を 身に
つける。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

　 日本の食を 学ぶ上で、 我が国の文化的な特性を 歴史的な見地を 含めて知る。 料理、 食材
、 調味料に関する知識を 深める。 そし て喫食による身体への健康効果、 栄養特性を 学び、
日系社会に対し 、 食を 介し た健康増進の寄与を 目指す。 そし て昨今日系社会で顕著な要請
である「 高齢者の懐かし い日本の味への回帰志向」 に対し て、 様々な日本の料理方法、 調
味の仕方、 現地の材料を 生かし ての味付け等を 学ぶこ と で、 食を 通し て日系社会に貢献出
来る。

研修計画
（ 内容）

　 ①日本の歴史、 食材の利用の歴史、 味付け、 ヒ ト の視覚、 聴覚、 嗅覚、 おいし さ につい
て科学的な見地を 含めた専門演習を 行う 。 ②申請者が行う 大学での食に関わる専門授業・
演習に参加する。 ③日本食における食材の扱い、 各種発酵調味料の特性、 料理方法の専門
調理実習を 行う ( 含む外部講師実習） 。 ④食の研修旅行を 実施する（ 関西方面、 松本）

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 今日、 世界の食の現場において、 京料理など特別な料理への関心が高いも のの、 日常の
食の変遷と 歴史への理解は弱く 、 日本食を 支えるダシの取り 方などを 科学的な知識から 説
明、 紹介出来る人材は少ない。 本研修で日本料理の調理技術の科学的根拠を 馬得た知識の
習得、 日本の食文化への理解を 深めるこ と は、 日系社会へ日本の料理を 伝えるのみなら ず
、 文化の伝承面から も 有用である。 帰国後、 日系社会に向けて、 健康を 考慮し た日本の様
々な料理方法、 その特色を 伝える講習会の立案、 運営出来る技術力を 身に付け、 現地にあ
る食材を 用いて料理本等を 作成出来る技量を 習得するこ と は、 日本の様々な食文化を 伝え
ると と も に、 健康への効能を 理解するこ と で、 毎日の日系人、 その周辺の人々の食と 健康
に貢献出来る。

応募希望者への特記事項 詳細は申請者の石井までメ ールで問い合わせてく ださ い。
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NO. N-45

所管センタ ー 北陸

分野 医療・ 介護・ 高齢化対策

研修コ ース名（ 日） 医療（ 麻酔科）

受入人数 1

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月7日（ 金）

提案団体（ 日） 　 金沢大学

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. kanazawa-u. ac. j p/

担当者名（ 日） 病院部総務課総務係　

連絡先メ  ールアド  レ ス hpsomu@adm.kanazawa-u.ac.jp

研修員必要資格

必要資格； 麻酔科専門医師であるこ と 。 　 （ 医師免許CRM取得済みであるこ と ）
５ ０ 歳までの、 将来性のある医師
日本語能力； 日常会話レ ベル（ 絶対要件ではない）
英語能力； 研修に耐えう る英語力が必要
研修員に必要な実務経験年数： 6年以上

研修員に必要な
実務経験年数

その他（ 必要資格欄に記載）

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N3

英語能力（ 選択） 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標
金沢大学附属病院麻酔科蘇生科で得た知識や経験を 駆使し 当該地域一人一人の患者の全身
状態、 社会的特性に配慮し それぞれに最適な医療を 提供する計画を 立て実行する能力の修
得を も っ て目標への到達と する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

① 研修員に、 日本の周術期管理の全体像が理解さ れる。
② 研修員に、 日本の周術期管理の技術・ 知見が習得さ れる。
③ 上記２ 項を 基に、 研修員により 、 自国で応用可能な技術・ 手法等が整理さ れる。 　 ④ 
研修員が帰国後の具体的な活動計画を 作成する。

研修計画
（ 内容）

　 　 １ ． 講義； ①日本における周術期管理の現状
　 　 　 　 　 　 　 ②周術期管理の実際
　 　 　 　 　 　 　 ③周術期管理（ 麻酔、 集中治療、 緩和ケア） の知識、 手法
　 　 ２ ． 実習； 心肺蘇生教育コ ースや呼吸療法コ ースに参加さ せる。
　 　 ３ ． 演習； 直面し ている問題を 分析し 日本の手法の適応を 検討し 、
　 　 　 　 アク ショ ンプラ ンに反映する
　 　 ４ ． 学会・ セミ ナー； 計画中
　 　 ５ ． 発表； 内部
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本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

本研修実施の意義／現地日系社会への裨益効果:
　 金沢大学附属病院麻酔科蘇生科は、 手術麻酔において多く の症例を 有し ており 、 知識、
手技の指導体制が確立さ れている。 また、 エビデンスに基づいた診療を 実践し ている。 麻
酔科医師、 ペイ ンク リ ニッ ク 医師、 緩和ケア医師、 集中治療医師を はじ め、 手術室専任看
護師、 緩和ケア看護師、 集中治療専任看護師等多数勤務し ている。
　 研修については、 研修用プログラ ム、 カ リ キュ ラ ムが確立し ており 、 麻酔科専門研修指
導医が専攻医の個別指導を 行っ ている。 こ れまでに数多く の麻酔科専攻医を 指導し た経験
から 研修内容・ 指導方法を 再検討し 、 より 多く の研修成果を 得ら れるよう な改善を し てい
る。
　 当科で研修を 実施するこ と により 手術麻酔を はじ めと する周術期管理学を 習得し た人材
を 育成するこ と が可能であり 、 研修員帰国後は所属し ている日系社会の周術期管理学に即
戦力と し て貢献でき るよう になる。

応募希望者への特記事項

・ 研修において臨床実習は行わないも のと する。
・ 研修に際し 、 事前に抗体値がわかる書類の提出を 必要と し 、 本院が定める基準に満たな
い場合、 ワク チン接種の上、 接種証明書の提出を 必要と する。 ( 麻疹、 風疹、 水痘、 流行
性耳下腺炎、 B型肝炎)
　 ht t ps: //web. hosp. kanazawa-u. ac. j p/r esear ch/t r ai ni ng/
　 ht t ps: //web. hosp. kanazawa-u. ac. j p/ot her /doc/kennshuusei /08_ unyou2021. pdf
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NO. N-46

所管センタ ー 中国

分野 医療・ 介護・ 高齢化対策

研修コ ース名（ 日） 理学療法による機能回復訓練

受入人数 1

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2025年11月22日（ 土）

提案団体（ 日） （ 公財） ひろ し ま国際センタ ー　 研修部

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. r ehab-hi r oshi ma. or g/

担当者名（ 日） 小田　 周玄

連絡先メ  ールアド  レ ス hicc12@hiroshima-ic.or.jp

研修員必要資格
○必要資格： 年齢21～50歳
○理学療法士の資格・ 経験のある者（ 自国の資格で可）
　 帰国直後から の研修成果活用を 期待するため

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験1年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N2

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
　 障害者などに対し て、 身体機能の改善や日常生活活動能力の向上などを 目的と し たリ ハ
ビリ 訓練の手法を 習得する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

　 理学療法の様々なアプローチから のリ ハビリ 訓練に関する手法

研修計画
（ 内容）

　 障害者（ 主に成人） を 対象と し た理学療法による機能回復訓練の現場での実習を 通じ て
、 訓練の流れやシステム、 疾患別アプローチについて学ぶ。

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

　 本コ ースは、 演習などを 通じ て研修員の理学療法の技術、 知識の向上を 目指し て実施す
る。
　 研修員が帰国後、 日本で習得し た技術を 実践するこ と により 、 高齢者の身体機能低下等
に即し たリ ハビリ テーショ ンの提供による重症化予防や、 身体障害者の日常生活改善など
が期待さ れ、 現地の医療レ ベルの向上及び日系社会の活性化や地域の発展に大き く 寄与す
るこ と ができ る。

応募希望者への特記事項
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NO. N-47

所管センタ ー 横浜

分野 環境

研修コ ース名（ 日） 環境教育指導者養成研修

受入人数 6～12

受入時期 下半期

来日日 2026年1月18日（ 日）

帰国日 2026年2月11日（ 水）

提案団体（ 日） 公益財団法人キープ協会

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. keep. or . j p/

担当者名（ 日） 鳥屋尾　 健

連絡先メ  ールアド  レ ス t.toyao@keep.or.jp

研修員必要資格 環境系・ 教育系いずれかの大学またはそれに準ずる学校の卒業者が望まし い。

研修員に必要な
実務経験年数

現場経験1年以上のも のが望まし い。

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N5

英語能力（ 選択） 不問

研修目標
研修員が環境教育指導者（ イ ンタ ープリ タ ー） と し て、 必要な基礎技術と 知識を 取得する
。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

・ 環境教育の概要を 理解する。  
・ イ ンタ ープリ テーショ ン（ 定義、 種類、 原則、 資質、 素材の理解、 対象の理解、 コ ミ ュ
ニケーショ ン、 　 プログラ ムデザイ ン等） の基礎知識を 理解する。
・ キープ協会の実践を 参考に、 自国で学校等の現場で環境教育プログラ ムを 行う こ と がで
き る。

研修計画
（ 内容）

1. 講義： 環境教育概論、 イ ンタ ープリ テーショ ン概論、 展示・ 教材、 プログラ ムデザイ ン
、 体験学習法、 エコ ツーリ ズム概論　
2. 実習： 体験： 環境教育プログラ ム（ ガイ ド 型・ ク ラ フ ト 型・ ワーク ショ ッ プ型） 、 プロ
グラ ムの相互実施と 練り 直し 、 研修成果のまと め
3. 見学： キープ協会各施設、 田貫湖ふれあい自然塾、 環境省生物多様性センタ ー、 富士山
科学研究所、 清里聖ヨ ハネ保育園　 　 　 　 　
4. 発表： 研修成果のまと め

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

本研修で身につく イ ンタ ープリ テーショ ンを 中心と し た環境教育の知識と 技術は、 帰国後
、 住民や子供たちへの直接的な啓発活動や、 環境教育のプログラ ム開発が期待さ れる。 各
地域特性にあっ た、 半日～数日間のプログラ ムや、 教員が学校等で利用でき るプログラ ム
の開発である。 また、 そう し たプログラ ムを 教員などの指導者へ環境教育ト レ ーニングへ
の活用が期待さ れる。 日系研修員が研修で習得し た手法を 実施し 、 知識を 情報発信するこ
と は、 中南米 
の環境保全に影響を 与えると も に、 現地社会への貢献に繋がるこ と が期待でき る。
また、 環境教育の知識と 技術は、 様々な場作り の基礎技術と も なり 、 多様な人と 人、 人と
場を つなぐ こ と によるコ ミ ニュ ティ ーの活性化が期待でき る。
環境問題が、 経済・ 文化・ 地域の課題と も 関わっ ているこ と から 、 パート ナーシッ プを 組
んで、 課題解決にあたる必要がある。 そう し たコ ーディ ネート の力が、 本研修の中で培わ
れる。
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NO. N-48

所管センタ ー 沖縄

分野 その他

研修コ ース名（ 日） 沖縄における土木設計および地質・ 土質・ 地盤調査の実際と 運用

受入人数 2

受入時期 下半期

来日日 2025年11月9日（ 日）

帰国日 2025年12月6日（ 土）

提案団体（ 日） 環境サイ エンス株式会社

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //www. esc-paci f i c. com/

担当者名（ 日） ヤマダ　 淳子

連絡先メ  ールアド  レ ス people@esc-pacific.com

研修員必要資格
現地大学にて地質・ 地盤・ 測量および土木分野や環境等に関連する学部を 卒業または卒業
見込み者

研修員に必要な
実務経験年数

不問

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N5

英語能力（ 選択） 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標

●地質・ 地盤・ 測量および土木分野、 特に当社の得意と する環境に配慮し た土地開発につ
いての最新技術を 現場より 学び、 現地の日系社会のイ ンフ ラ 整備の改善プラ ンを 立てる。
●研修員が地域課題の解決策を 見出し 、 帰国後に実践でき る専門的能力を 高める。
●日本文化、 特に日本の企業風土を 体験を 通し て、 異文化理解を 深めるこ と を 目指す。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

●土木設計、 建築・ 地質・ 環境等の専門知識や最新技術に触れる機会が得ら れる。
●環境やSDGｓ に関連し た法律や制度、 それら に関する技術を 分野横断的に触れる機会が
得ら れる。
●日本・ 米国のPE( Pr of essi onal Engi neer ) による、 深く 体系的にかつ理解し やすい土木設
計、 建築・ 地質・ 環境、 土地開発についての講義・ 見学等を 実施し 、 各専門分野について
の知識・ 能力向上を 図る。
●研修での学びを 反映し た改善プラ ンを 作成し 、 帰国後の活動計画について発表する。

研修計画
（ 内容）

●講義： 土木設計計画・ 解析の基礎と 実際について
●講義： 土質調査と 室内試験計画について
●講義： 地盤工学計画・ 解析について
●講義： 地形測量の基礎と 実際
●見学： 現場見学、 機器説明等

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

●日本の技術士や米国のPE( Pr of essi onal Engi neer ) を 持っ た技術者を 通し て、 日本だけで
なく 中南米で広く 認知さ れている米国の土木設計および持続可能な土地開発に係る法律お
よび制度に対応する技術に触れ、 知見を 深めるこ と ができ る。
●研修で得ら れる土木設計、 建築・ 地質・ 環境等の技術や知識、 日本企業における技術者
と し ての姿勢等を 日系社会へ還元さ れるこ と が期待さ れ、 さ ら に専門技術や地域性に精通
し た技術者と し て活躍する人材の育成に寄与するこ と が見込まれる。
●中南米出身の既存の日系人職員と 触れ合う こ と で、 日本と 母国の日系社会の繋がり を よ
り 強固なも のと するこ と が期待でき る。

応募希望者への特記事項
・ 英語力があれば日本語能力は不問。
・ スペイ ン語、 ポルト ガル語で直接質問希望の場合は、 「 Ji mmy Oshi r o( ESC Vi ce 
Pr esi dent ) : j . oshi r o@esc-paci f i c. com」 まで。
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NO. N-49

所管センタ ー 沖縄

分野 その他

研修コ ース名（ 日） 映像コ ンテンツ制作技術

受入人数 2

受入時期 下半期

来日日 2025年10月5日（ 日）

帰国日 2026年1月10日（ 土）

提案団体（ 日） 株式会社沖縄映像センタ ー

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

ht t ps: //ovi c. co. j p/

担当者名（ 日） 玉城惇

連絡先メ  ールアド  レ ス j-tamaki@ovic.co,jp

研修員必要資格 特にあり ません。

研修員に必要な
実務経験年数

不問

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N4

英語能力（ 選択） 不問

研修目標

●も の・ 事を 「 映像で記録する」 撮影技法や計画の立て方を 理解する。
●映像制作にあたり 、 基本的な機材操作及び編集技術を 習得する。
●撮影計画に基づいた撮影・ 編集を 実行するこ と ができ る。
●視聴者の視点に立っ た撮影計画を 立案し 、 従業員に提案するこ と ができ る。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

①映像制作に係る機材の扱い方
②撮影するためのノ ウハウ、 企画の立て方
③基本的な編集技術

研修計画
（ 内容）

①ディ レ ク ショ ン・ 構成についての座学
②現場体験（ 撮影現場・ 編集作業）
③実技（ 自ら テーマを 決めて、 撮影編集を 行う ）
④発表　 制作し たコ ンテンツを 発表し 、 集大成を 披露する。

本研修実施の意義
中南米日系社会への裨益効果

当研修では研修員の段階的な学びを サポート する。
具体的には、 撮影機材の基本的な扱い方から 学びを スタ ート し 、 編集技術を 習得し 、 最終
的には実際に研修員が自身でテーマを 選定し て一つの作品を 作り 上げる。
一つの作品を 完成さ せるこ と は簡単な作業ではない。 し かし 、 本研修を 通し て映像制作全
体の能力を 養い、 帰国後の即戦力と なるこ と が期待でき る。
また、 作品を 作るこ と ができ れば、 それを 基に情報発信を 行う こ と ができ ると 考える。 県
系日系人の繋がり が希薄化する中、 SNS等で良質な作品を 発信でき れば、 県系コ ミ ュ ニテ
ィ ーの関係強化を 図るこ と ができ ると 考える。
さ ら には、 研修員が沖縄で修得し た技術力を も っ て、 沖縄で体験し た文化活動や沖縄の風
習を 映像を 通し て自国のウチナーンチュ コ ミ ュ ニティ に伝えるこ と で、 その国のウチナー
ンチュ コ ミ ュ ニティ への貢献へ繋がるこ と が期待でき る。

応募希望者への特記事項 宿舎はJI CA沖縄を 予定。 立地設備等は紹介者に連絡し ます。
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NO. N-50

所管センタ ー 沖縄

分野 その他

研修コ ース名（ 日） 沖縄のツーリ ズム・ スト ラ テジー

受入人数 10

受入時期 下半期

来日日 2026年1月18日（ 日）

帰国日 2026年2月21日（ 土）

提案団体（ 日） 特定非営利活動法人　 おき なわ環境ク ラ ブ

提案団体
ウェ ブサイ ト アド レ ス

www. npo-oec. com

担当者名（ 日） 溝口直美

連絡先メ  ールアド  レ ス kokuba@npo-oec.com

研修員必要資格
必要資格； 観光業に携わっ ているこ と 。
経験年数； 実務2年以上。 ある程度の現状把握が必要なため。
日本語能力； 日常会話程度以上。 英語ができ ればなおよい。

研修員に必要な
実務経験年数

実務経験1年以上

日本語能力（ 選択）
※日本語能力試験認定の目安参照

N5

英語能力（ 選択） 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標
自ら のタ ーゲッ ト 顧客のニーズに対応し た観光商品づく り や販売について戦略案がまと ま
る 

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

① 沖縄の観光の現状と 開発戦略が理解さ れる
② マーケティ ングやブラ ンディ ングの基本が理解さ れる
③ 自ら が携わる観光の課題を 把握し 、 対応策の案がまと まる

研修計画
（ 内容）

1. 講義： 沖縄観光の概要、 ユニバーサルツーリ ズム、 沖縄県における観光危機管理の取り
組み、 マーケティ ング、 沖縄県の観光振興事例、 沖縄の観光政策概要、 沖縄観光のマーケ
ティ ング・ ブラ ンディ ング、 地域のブラ ンディ ング、 プロジェ ク ト の計画・ 立案、 西表島
における観光資源管理の試み、 東村観光推進協議会の取り 組み
2. 実習： 観光における観光危機の課題、 那覇市内の観光実態視察、 プロジェ ク ト の計画・
立案、 民泊、 及び様々な観光プログラ ム体験
3. 視察： 首里城、 美ら 海水族館、 南部戦跡など
4. 演習： プロジェ ク ト の計画・ 立案
5. 発表： Count r y & Jobレ ポート の発表と 討議、 プロポーザルの発表

本研修実施の意義
中南米の日系社会への裨益効果

本研修では、 沖縄県内で実践さ れている観光の多様化、 SDGsの視点から ユニバーサル観光
や自然資源を 保全活用する観光開発の在り 方、 地域資源を 生かし た商品づく り やマーケテ
ィ ング、 そし て観光危機管理について、 レ ク チャ ーと 体験や調査を 組み合わせてバラ ンス
よく 学ぶ機会を 提供し 、 安全・ 安心で地域振興につながる観光に携わる日系人を 育成する
。 また、 旅行社や観光従事者と の交流や意見交換を 行い、 日系ネッ ト ワーク を 通し た観光
ビジネスに繋げら れる機会を 提供する。 そし て、 自ら の課題の分析やプロポーザルの作成
のプロセスでは研修員どう し の対話・ 議論の機会を 設けるこ と で仲間意識を 高め、 帰国後
も 継続するネッ ト ワーク の形成を 促す。 また、 日本文化から 離れつつある世代においても
、 研修に参加するこ と によっ て自ら のルーツを 再認識するこ と ができ る。 自国で廃れ行く
日本文化を 再活性化・ アッ プデート し た観光プログラ ムを 開発するこ と により 、 日系社会
の文化継承に寄与するこ と ができ る。  

応募希望者への特記事項
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